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承

諾

否

認

保

留

その

他

3.1.

.

償却 増減なしの一括処理 追加 ・増減なしの対象者について

は、所有者コードの取込みに

よる一括登録、更新処理が

できること。

当初申告の約６割を占める

増減なし申告の登録・更新

作業を一括にすることで、大

幅に作業量を軽減できるた

め。

2227/22

32

9 要検討 A 当該意見については、3.1.7.で実装できると想定しておりますが、認識に相違

ないかご確認ください。

実装できないと考える場合は、その理由と修正案をご教示ください。

＜参考＞

当該意見は、前年度と所有者が同一であり、かつ資産の増減もないケースを

想定していると考えております。

1.諾（大

筋OK）

前年実績を引き継ぐ事で実現

可能と考えます。

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

4.その他 3.1.7.は年度切り替え処理と解してい

ます。

年度切り替え処理とは別途、増減がな

かったことを登録できることが必要だと思

われます。（一括登録できる。）

償却においては前年度の課税データを

引き継ぐ必要がありますが、新年度の

申告があって対象資産の確定ができる

ため。

1.諾（大

筋OK）

2.否（考

えが異な

る）

提案団体の意図は、申告受付

時の事務であると推察され、受

付処理の一括登録・更新処理

を指していると思われます。

受付処理時における機能要件

で間違いなければ、業務効率

化に大きく寄与し、実用性の高

い機能であると考えます。

2.否（考

えが異な

る）

3.1.7は翌年度向けの台帳の

年度切り替えをする際に前年の

資産情報を引き継ぐという内容

ですが、大意見発出団体の希

望は、申告書を受付た際に、受

付日を入力して更新する作業

を一括で行いたいという内容か

と思います。3.1.17のパンチ

データ取り込みと同様の機能と

して、受付日のみを一括取り込

みできる機能をオプションで追

加するのはいかがでしょうか。

4.その他 ・当市としても3.1.7で昨年台

帳を次年度に繰越し、増減なし

の場合は基本的に受付日のみ

を更新する運用のため左記のよ

うな一括処理は想定していませ

ん。

　ただし、他都市の運用を参考

にさせていただき、運用改善をす

る必要あり。

1.諾（大

筋OK）

6 2 2

要検

討

意見が分かれているため、

3.1.7の要件で足りないのであれば、

「実装してもしなくても良い機能」として、

J市の意見を踏まえ、次のとおり要件を追加

することについて、要件の文言も含め、WTで

確認することとします。

3.1.7　実装してもしなくても良い機能

増減なしの申告について、所有者名又は所

有者コードにより、一括登録、更新処理がで

きること。

3.1.7　実装してもしなくても良い機能

増減なしの申告について、所有者名又は所

有者コードにより、一括登録、更新処理がで

きること。

●

3.1.1 償却 償却資産課税台帳管理 追加 課税方式（申告・みなし課

税・推計課税）追加

各種調査による増収額の把

握のため（調査の効果測

定）

2238 4 反映 B 3.1.1.に以下の管理区分を追加いたします。

・「課税区分（申告、みなし課税、推計課税）」

要件修正案のとおりとしてよいか、ご確認ください。 1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

2.否（考

えが異な

る）

調査の効果測定という意味で項目を

追加するのであれば、G市においては

多数の調査を実施しており当該区分

では満足されない（20区分）。また、

調査手法は各自治体の特性に応じて

創意工夫して実施するものであり、区

分を細かく標準化するのは困難であ

り、例示列挙または自治体の任意で

追加できる旨を記載いただきたい。

【参考・G市の調査区分】

資産等捕捉調査（８区分：法人新

設、個人開業、その他都作成資料、

国税資料、その他官公署資料、個人

事業税資料、その他所内公簿、外観

調査等）

帳簿調査（4区分：帳簿調査、一括

帳簿調査、他所帳簿調査、局帳簿

調査）

初期調査（２区分：初期調査、局

初期調査）

その他（6区分：しょうよう書対象、も

れ等確認調査、非特減調査、随時自

主申告、自主修正申告、課税誤

謬）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

・機能の追加は問題ありません

が、一義務者ずつ課税方式を

入力することは現実的ではない

ため、申告日と連動するか一括

入力できるかなどの機能も必要

ではないかと考えます。

1.諾（大

筋OK）

9 1

反映

する

概ね了承いただきましたので、反映いたしま

す。

G市宛

　→調査の区分ではなく、課税のパターンを

要件化しているものとなります。（事務局）

K市宛

　→ご意見の機能の要否について、WTにて

確認いたします。（事務局）

3.1.1.に以下の管理区分を追加いたしま

す。

・「課税区分（申告、みなし課税、推計課

税）」

●

3.1.1 償却 償却資産台帳管理 その他 ・管理方法区分（未申告、

資産なし、知事配分、大臣

配分、廃業、免税点未

満）

・管理方法区分「申告状

況：未申告、申告有」「申

告区分：大臣配分・知事

配分」「免税点：1.以上、

2.未満」

管理方法区分について、未

申告は申告状況を表し、免

税点未満は義務者の税額

有無関連、配分は申告区

分を表すので、いろいろな区

分が混ぜられてしまっている。

統計等のためのデータ作成の

際に、免税点未満の大臣配

分や、免税点以上の大臣

配分等の要件で抽出できな

くなるため。

2261 4 反映 B 3.1.1.の以下の項目を修正する。

修正前：「・管理方法区分（未申告、資産な

し、知事配分、大臣配分、廃業、免税点未

満）」

修正後：

「・申告区分（申告有、未申告）

・管理方法区分（知事配分、大臣配分、資産

なし、廃業等（市外転出も含む。））

・免税点区分（免税点以上、免税点未満）」

要件修正案のとおりとしてよいか、ご確認ください。 2.否（考

えが異な

る）

免税点区分は、職員が入力するのではなく、

システムで設定される認識を持っている。

・管理方法区分（資産なし、廃業等（市外

転出も含む。）、新規）。新規に法人を設立

したケースの管理のため、”新規”を管理する。

新設法人の場合、同封物など個別に対応す

るものが増えるため、管理項目として必要。

また、知事配分、大臣配分については、概要

調書の集計で、「市町村長が価格を決定した

もの」を集計しなければならず、「管理方法区

分（知事配分、大臣配分、資産なし、廃業

等（市外転出も含む。））」が例示の内容の

ままだと、集計できない。

そのため、項目を以下のとおり追加する必要が

ある。

1：市町村長が価格を決定したもの

2：総務大臣が価格等を決定し配分したもの

3：都道府県知事が価格等を決定し配分し

たもの

4：法第７４３条第１項の規定により都道

府県知事が価格等を決定したもの

なお、「資産なし、廃業等（市外転出も含

む。）」につついては、項目を分け、別管理とし

た方が良い。

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

4.その他 ・既に申告区分（全資産申告、増減

申告）があるため、項目名を変更する

か、申告区分１、２と分ける等の必要

がある。

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

【確認】管理区分として、一品

一品の明細を基に計算する

（以下、便宜上「一品優先」と

いう。）か、申告された評価額

の合計を入力した数値を直接

入力して適用する（以下「サマ

リー優先」という。）管理区分

は、機能要件3.1.1の「・」上か

ら14個目に包含されますでしょ

うか。

→　包含されます。

上記2251の修正案確認項目

の「①」の仕様のように、基本は

サマリー優先としつつ、特例の集

計のために、該当資産のみ明

細も登録することとした場合に、

適切に計算を行うための管理

区分が必要と考えます。

→　上記の管理区分により、

　適切に分類、集計が可能に

なると考えます。

1.諾（大

筋OK）

修正後：「・申告区分（申告

有、未申告）←これは申告受

付日の有無で管理できないで

しょうか？

・管理方法区分（知事配分、

大臣配分、資産なし、廃業等

（市外転出も含む。））←

OK

・免税点区分（免税点以上、

免税点未満）←手入力ではな

く計算後に自動判定されるべき

内容」

2.否（考

えが異な

る）

・管理区分で資産なしや廃業と

同列で配分を管理するのは違

和感があります(№2261の申

告区分の方が違和感はない)。

・また、免税点以上かどうかの項

目も個別入力は困難と考えて

いるため、課税標準額や賦課

決定データから判断するなどが

必要ではないかと考えます。

1.諾（大

筋OK）

7 2 1

要検

討

各団体のご意見を反映し、3.1.1.の以下の

項目を修正します。

修正前：「・管理方法区分（未申告、資

産なし、知事配分、大臣配分、廃業、免税

点未満）」

修正後：

「・申告の有無（申告有、未申告）

・管理方法区分（資産なし、廃業等（市

外転出も含む。）、新規）

・価格決定区分（市町村長、総務大臣、

道府県知事）

・免税点以上又は免税点未満のフラグ

（課税標準額により、自動判定できるこ

と。）

・「資産増減区分（増減あり、増減なし）」

●

3.1.1. 償却 償却資産課税台帳管理 追加 ・一品ごとの登録年度(入力

時に自動登録されること）

納税義務者からの課税内容

の問合せに対して、速やかに

回答するため（申告漏れ等

により、遡って登録した資産

の把握に必要）。

2347 4 要検討 B 「一品ごとの登録年度」の必要性について、原則、資産は取得年月日に応じ

て申告されるため、申告漏れが発生した場合はメモ機能等で対応できないか確

認させてください。

「一品ごとの登録年度」を必要とする場合は、その理由もご教示ください。

1.諾（大

筋OK）

申告漏れ等もあるため、何時

時点で申告されたのか管理する

必要がある。

申告漏れは多いので、「登録年

度」をメモで管理するのは難し

い。

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

対応可能です。 1.諾（大

筋OK）

更正処理の記録として、更正

処理日を併せて確認する情報

になるため、必要な機能である

と思います。

2.否（考

えが異な

る）

法付則第26号様式別表２に記載さ

れている事項であり3.1.1.で充足され

ていると考える。（項目が設定できると

解せる）

また、一品データに限らず、ログ管理と

して登録（異動）年月日を持つ必要

があると思われるが

「00_業務共通要件＿標準仕様書

（案）」1.2.1.及び1.7.2.に含有し

ていると考えている。

項目の用途としては、申告漏れの確認

の他、統計事務や事務量把握（一

定期間に入力した件数把握等）に使

用する。

【00_業務共通要件＿標準仕様書

（案）1.7.2.抜粋】

取得したログは、市区町村が定める期

間保管するとともに、オンラインでの検

索・抽出・照会、EUC 機能を用いた

後日分析が簡単にできること。なお、シ

ステム利用者や第三者によるログの改

ざんがされないよう、書き込み禁止等

の改ざん防止措置がされること。

1.諾（大

筋OK）

現行システムに実装されており、

一品を検索・抽出する際によく

使われる項目のため、業務軽

減に必要と考えれられる。

4.その他 必要であると考えます。

メモ欄では、見落としてしまう可

能性や登録に時間を有してしま

うため、一品資産登録のみによ

り申告漏れが判別できることが

望ましいです。また申告漏れと

第26号様式別表１「増加事

由」２・３で登録した一品資産

の補完情報としても必要な項目

と考えます。

2.否（考

えが異な

る）

メモ等の登録ですと年度ごとの

管理ができないので、申告漏れ

資産のデータ抽出が煩雑になり

ます。また、メモは納税義務者

単位で調査結果や折衝記録の

ために使いたいので、一品ごとの

申告資産管理を行うためにメモ

機能は適切ではありません。

機能要件6.2.2で過年度取得

の資産をデータ抽出することが

できる機能が実装される想定で

すので、当市では申告年度を

手入力で管理する必要はない

と考えます。ただし、過年度取

得の資産をデータ抽出するため

には取得年度、増加申告年

度、増加事由をもとに抽出する

ことになると思いますので、

6.2.2.の機能要件を実現する

ためにはシステム的に登録申告

年度を管理する必要が出てくる

と思います。

1.諾（大

筋OK）

・資産の異動（修正）や登録

時期(年度ではなく年月日)につ

いては把握したい。

・原則は資産の取得の翌年の

課税時期に登録しているが、過

年度の資産を遡って登録するこ

ともあり、資産の登録誤りがあっ

た場合等の原因発生時期・検

証のためにも把握できるほうが

望ましい(当市の現税務システ

ムは資産ごとに登録・修正の日

が自動で記録される)。

・また、メモ機能も文字数が限ら

れること、大量の資産漏れの場

合や手間等もあることから自動

登録が望ましい。

1.諾（大

筋OK）

7 2 1

要検

討

当初、取得年月やメモ機能で対応可能では

ないかと考えましたが、第26号様式別表に

「申告年度」の欄があることや、メモ機能の容

量に限界があること、現行システムでも自動

登録されているとの意見もあることから反映す

ることとします。

3.1.1.に以下の管理項目を追加いたしま

す。

・一品ごとの登録年度(入力時に自動登録

されること）

●

3.1.1

9

償却 電子申告情報登録

（eLTAX連携）

その他 複数回の申告も連携適用

できること（資産多数で複

数回に分けての申告者や、

同日・別日含め修正申告

提出者など）

入力負担を軽減させるため 2471 2 反映 A 3.1.19.の要件を以下のとおり修正いたします。

修正前：「eLTAXと連携して、電子申告情報を

更新・管理（設定・保持・修正）できること。

種類別明細書についても取り込むことができるこ

と。」

修正後：「eLTAXと連携して、電子申告情報を

更新・管理（設定・保持・修正）できること。

資産多数により複数回の申告に

種類別明細書についても取り込むことができるこ

と。」

2.否（考

えが異な

る）

全資産申告でなければ複数回

の申告は可能なため、要件とし

て不要と考える。

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

分割申告と修正申告の２種類がある

ので以下のように修正することを望みま

す。

修正後：「eLTAXと連携して、電子申

告情報を更新・管理（設定・保持・

修正）できること。

資産多数により複数回の申告に

種類別明細書についても取り込むこと

ができること。」

修正案：「eLTAXと連携して、電子申

告情報を更新・管理（設定・保持・

修正）できること。

複数回の申告についても申告書及び

種類別明細書情報の取り込むことがで

きること。」

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

9 1

反映

する

概ね了承いただきましたので、反映いたしま

す。

※　修正申告についても明記いたします。

3.1.19.の要件を以下のとおり修正いたします。

修正前：「eLTAXと連携して、電子申告情報を更

新・管理（設定・保持・修正）できること。

種類別明細書についても取り込むことができるこ

と。」

修正後：「eLTAXと連携して、電子申告情報を更

新・管理（設定・保持・修正）できること。

修正申告についても取り込むことができること。

資産多数による複数回の分割申告の種類別明細

書についても取り込むことができること。

」

●

3.1.1

9.

償却 電子申告情報登録

（eLTAX連携）

追加 電子申告情報を更新・管理

（設定・保持・修正）でき

ること。

電子申告情報を更新・管理

（設定・保持・修正）でき

ること及び電子申告情報に

基づき、評価額の再計算が

できること。

eLTAXによる申告を直接基

幹システムに取り込めない理

由として、申告者の計算が

固定資産税上の計算方法

ではなく、企業会計による計

算方法を用いて申告される

ケースが多いため、再計算さ

せるために手入力を余儀なく

されているため。

要検討 A 電子申告情報に基づき評価額が自動で再計算される機能の必要性について

確認させてください。必要な場合はその理由もご教示ください。

2.否（考

えが異な

る）

一部減少で差し引き分の金額

で申告している場合は、システ

ムに反映後に評価額を自動計

算する必要がある。

平成20年度税制改正に伴い

耐用年数が変更されているケー

スが想定されるため、取得年が

古い試算も含めて申告される

全資産申告については評価額

の再計算はするべきではないと

考えている。

2.否（考

えが異な

る）

eLTAXによる申告において、申

告者の計算が異なっていること

はたしかにあるため、評価額の

再計算をさせる機能は必要かと

考えます。

2.否（考

えが異な

る）

E市は特にそういった運用はして

いません。

1.諾（大

筋OK）

エラーチェックとしては意義がある

と思います。ただ、必要項目の

記載もれ、前年度申告内容と

の整合性等に対する審査の課

題もあり、本機能が追加されて

も、当市では引き続き手入力を

実施することになると思います。

4.その他 必要だと考えます。単に再計算できるこ

とでは要件を満たされていないと思われ

るため、以下の要件も必要と思われま

す。

・電子申告情報と基幹システムでの再

計算結果を突合できること。

また、具体的な誤りは以下のようなケー

スがあります。

①評価額を帳簿価格で計算される

②課税標準額の最低額を５％ではな

く企業会計（税務会計）のとおり１

円まで計算していることが多々ある。

③中小企業特例（３０万未満の一

括償却資産）の対象資産の評価額0

円ないし計算されていない（空白）。

（税務会計上、０円であるため）

④1月１日取得資産の計算誤り

⑤単なる計算誤り

1.諾（大

筋OK）

電子申告を電算方式ではなく

一般方式として取り込み一品を

管理するのであれば再計算は

必要である。

4.その他 必要であると考えます。（資産

の取得額、取得年限※1/1フ

ラグ、耐用年数により課税標準

額がシステムで再計算される仕

様）

電子申告情報に入力されてい

た課税標準額が、本来の計算

結果と異なっていることが往々に

してあります（例　数年分過剰

に減価させている、取得価額の

５%を下回って減価させてい

る、旧定率法以外の減価方法

を使用している等）。電子申告

情報より取り込む内容に課税

標準額を含めずに、一品ずつの

明細の取得価額・取得年・耐

用年数を基にシステムで再計

算させる仕様が望ましいです。

1.諾（大

筋OK）

eL-TAXで申告する事業者の

一品情報は課税標準額が誤っ

ていることや空欄になっていること

は多々ありますので、eL-TAXの

一品データ取り込んだ場合は、

基幹系システムで一品の取得

年月等をもとに再計算する機能

は当然必要です。

3.保留 ・当市では、増減申告の場合

は取得価額や耐用年数等のみ

を取り込みし、評価額等は計算

して登録しています。ただし、電

算申告は一品資産ごとに取り

込みをしないため、職員が手計

算で評価額の確認をしています

(現在RPAの利用を検討中)。

・そのため、左記の機能があれ

ばと考えますが、電算申告は一

品ごとに税務システムに取り込

みがされないと思われるため検

討が必要と考えます。また、

PCdeskの利用者に限らず

eLTAX利用の場合の全てで計

算エラーがないかチェックしてから

送付するようにして欲しいと考え

ています。

1.諾（大

筋OK）

4 3 1 2

要検

討

G市の指摘のとおり、自社ソフトなどで申告を

行った結果、法人税と同じ計算をするなどし

て、計算誤りがあるケース等が想定されます。

電子申告を行う事業者は、今後ますます増

加してくることから、評価額の再計算の機能

必要になってくると考えます。

なお、G市のご提案の基幹税務システムの再

計算との突合は、オプションでもいいのではな

いかと考えています（WTで必須の意見が多

ければ必須も検討）

3.1.19

・eLTAXと連携して、電子申告情報を更

新・管理（設定・保持・修正）できること

・電子申告情報に基づき、評価額の再計算

ができること。

・種類別明細書についても取り込むことがで

きるこ。

実装してもしなくてもよい機能

・電子申告情報による再計算結果と基幹税

務システムによる再計算結果を突合できるこ

と。

●

3.1.2

3

償却 増加償却率管理 追加 適用月数及び増加率の入

力欄の拡大

適用月数によって増加率が

分かれている場合があるた

め，入力欄を拡大し対応す

るため。

2554 3 反映 B 3.1.23.増加償却率情報を以下の項目を追加

する。

・「適用月数」

・「増加率」

適用月数及び増加率を複数登録する必要性について確認させてください。必

要な場合はその理由もご教示ください。

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

1.諾（大

筋OK）

決算月をはさんで増加率が変

わる可能性があるので、それぞ

れ２つは枠が必要と思います。

1.諾（大

筋OK）

申告者の決算月が12月以外

の場合、増加償却率が年ごとに

異なる可能性があるため、必要

な機能であると考えます。

4.その他 課税の計算上複数登録できる必要が

あります。

G市においては、現行適用月数及び、

増加率を３つ（３期間）登録できま

す。

1.諾（大

筋OK）

増加率は事業者の決算月に変

更されており、1月～12月の間

に二種類の増加率を使用する

場合が多いため必要である。

4.その他 理論上は、１年の間に複数の

増加償却の期間・割合が存在

するケースもあり得るため、実務

書等にもその計算方法が掲載

されており、現行システムでも複

数の入力欄がありますが、実例

として殆どありません。

評価額を手計算して強制入力

する機能が存在すれば、増加

償却の入力欄は１つでも、実

務上殆ど支障がないと思われま

す。

1.諾（大

筋OK）

一品に対して一つの「適用月

数」「増加率」を入力することが

できれば問題ありません。

4.その他 ・当市のシステムでは登録欄が

なく、現時点では必須とは考え

ていません。

1.諾（大

筋OK）

7 3

反映

する

概ね了承いただきましたので、反映いたしま

す。

3.1.23.増加償却率情報を以下の項目を

追加する。

・「適用月数」

・「増加率」

●

8.1.2 償却 納税通知書等発行 追加 償却資産納税通知書以外

の書類の送付先設定が納

税通知書送付先と別で設

定できること。

事業者によっては、申告書

作成部署と経理部署が分か

れており、状況に応じて各々

送付先を設定する可能者が

考えられます。

要検討 A 4.1.1.の償却資産申告書等送付先に加えて、償却資産納税通知書（帳

票要件73で定義）の送付先の設定も必要か確認させてください。必要な場

合はその理由もご教示ください。

3.保留 宛名システムは、固定資産税と

は独立した管理となっている。宛

名システムは標準化に含まれて

いないが、管理できれば利便性

が上がる。

1.諾（大

筋OK）

現行システムでも申告書送付

先と納税通知書送付先は別に

することも可能としているため、

必要と考えます。

2.否（考

えが異な

る）

不要と考えます。 3.保留 当市の現状の運用では、償却

資産納税通知書を運用する場

面がなく、イメージできないた

め。

4.その他 【償却資産担当】

4.1.1には納税通知書送付先と申告

書送付先が別で定義されていますが、

さらにそれ以外の送付先を設定できる

という意味でしょうか。

その場合、管理が複雑になりすぎるた

め不要と考えます。

2.否（考

えが異な

る）

まとめて送付しているため不要。 1.諾（大

筋OK）

必要であると考えます。

大企業など管理部門を分けて

いる事業者があり、送付先を分

けてほしいとの希望を受けること

が往々にしてあります。

1.諾（大

筋OK）

納税通知書送付先と申告書

送付先が異なる場合の送付先

設定管理が必要です。現在当

市では、対象者をExcelで管理

して宛名シールを作成して対応

しているため業務効率化のため

に必要です。

1.諾（大

筋OK）

本社・支社に送る必要がある

等、送付先設定が別途必要な

場合がある。

1.諾（大

筋OK）

5 2 2 1

要検

討

必要orあればよい：（5団体）A市、C市、

I市、J市、K市

不要：（4団体）E市、F市、G市、H市、

ご意見が分かれているため、WTで「実装して

もしなくても良い機能」として要件化すること

について確認します。

8.1.2　実装してもしなくても良い機能

納税通知書以外の書類（償却資産申告

書、種類別明細書、申告ハガキ、申告案内

等）の送付先設定が納税通知書送付先と

別に設定できること。 ●

分類用フラグ

対応

方針

事前確

認対象
要件修正案

項目

番号

業務 修正の根拠項目名 修正前 修正後修正の

種類

（追

加・削

地方税法（法律・政

令・省令）への準拠

住民サービスの向上 職員業務量の低減 自治体方針の実現 A市 C市

確認項目
その他 類似意

見

No.

同趣旨

要件数

WT

対

象

構成員事前確認結果後　事務局記載欄

K市 地方税共同機構 分類　集計結果
仕様

反映
事務局意見 要件修正

事前確認前整理

E市 F市 G市 H市 I市 J市


